
令和４年事業報告書 

令和 4 年 1 月 1 日から令和 4 年 12 月 31 日まで 

特定非営利活動法人 日本防災環境 

 

１．事業の成果 

本年度は、実績作りを兼ねて多岐にわたる防災事業を行ってきました。中でも、中小企業持続化補助金

（日本商工会議所）や日本財団の助成金を受けることができ、助成事業として高齢者や障がい者等の福祉

施設事業者を対象としたセミナーの開催、BCP 策定支援等を実施し、多くの事業者とのつながりを作る

ことができました。 

また、行政との関わりとして、東京都の地域防災計画策定支援、厚生労働省の災害対応訓練の支援、横

浜市栄区の福祉避難所訓練の支援等させていただきました。 

10 月には、神戸で行われた「2022 ぼうさいこくたい」に初めて出展参加し、防災関係者との新たな繋

がりも生まれ、2023 年の地元横浜市での開催にも期待が膨らんでいます。 

 

２．事業内容 

（１）特定非営利活動に係る事業 

     事業総支出額 31,363 千円 

①講演やセミナーに関する普及啓発事業 

 事業支出額： 2,306 千円  内容は以下の表のとおり 

件名 内容 
実施日時 

（期間） 
実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲と人数 

製薬関係会社社員向

け防災講演（動画配

信） 

製薬関係会社社員向けの防災講

演（録画動画の配信） 
2022 年 2 月 東京都 2 製薬関係会社社員 300 人 

J:COM チャンネルに

て津波防災解説 

J:COM チャンネル LIVE ニュース

に生出演し、神奈川県の津波防

災について解説 

2022 年 3 月 横浜市 1 神奈川県内 J:COM TV 視聴者 

中川地域ケアプラザ

利用者向け防災講習 

施設利用者の災害対応力のため

の防災講習 
2022 年 4 月 

横浜市都筑

区 
1 利用者 60 人 

オンライン研修「災

害リスクマネジメン

ト研修～プロがすヽ

める備蓄用品：食

事・生活編～」 

Zoom による無料研修。発災後の

対応や事業継続の上で必要とさ

れる防災用品や選ぶ際のポイン

トなどの解説 

2022 年 5 月 全国 6 

高齢・障害福祉サービス

事業所の管理者・防災担

当者等 出席者 62 人 

オンライン研修「災

害リスクマネジメン

ト研修～プロがすヽ

める備蓄用品：避

難・生活編～」 

Zoom による無料研修。発災後の

対応や事業継続の上で必要とさ

れる防災用品や選ぶ際のポイン

トなどの解説 

2022 年 6 月 全国 6 

高齢・障害福祉サービス事業

所の管理者・防災担当者等 

出席者 57 人 

NPO 法人むすびえ主

催「こども食堂オン

ライン座談会」での

講演 

事業継続の基本的な概要につい

て説明 
2022 年 9 月 全国 2 

こども食堂運営者、社会福祉

協議会関係者 50 人 

 



オンライン研修「保

育・子育て支援の防

災と災害後の心のケ

ア」企画・実施 

Zoom による無料研修。 

「NPO 法人災害時こどものここ

ろと居場所サポート」との共催

で保育事業者、子育て事業者向

けのオンライン研修 

2022 年 9 月 全国 2 
保育事業者、子育て事業者等 

出席者 64 人 

「湘南ふじさわ子育

て応援メッセ」出展 

出展ブースにて津波防災のポイ

ントや子育て家庭の備えに関す

るポスター展示やチラシの配付 

2022 年 10 月 藤沢市 2 
子育てに係る藤沢市民等 

出展ブース来訪者 100 人 

「ぼうさいこくたい

2022」出展 

災害時要配慮者支援のテーマを

中心としたパネル展示や会報・

チラシの配布 

2022 年 10 月 
兵庫県神戸

市 
3 出展ブース来訪者 100 人 

オンライン研修「災

害リスクマネジメン

ト研修～リスクを正

しく理解する：地震

編～」企画・実施 

Zoom による無料研修。災害の発

生メカニズムや脅威、情報ツー

ルの活用法などについて解説 

2022 年 12 月 全国 6 

高齢・障害福祉サービス事業

所の管理者・防災担当者等 

出席者 146 人 

オンライン研修「災

害リスクマネジメン

ト研修～リスクを正

しく理解する：津

波・高潮編～」企

画・実施 

Zoom による無料研修。災害の発

生メカニズムや脅威、情報ツー

ルの活用法などについて解説 

2022 年 12 月 全国 6 

高齢・障害福祉サービス事業

所の管理者・防災担当者等 

出席者 76 人 

横浜市内障害児支援

施設 防災クリスマ

スイベントの企画・

実施および訓練実施

支援 

災害発生時の安全姿勢や発生後

の適切な対応について楽しく学

習できるよう、歌やカードゲー

ムを実施 

2022 年 12 月 
横浜市瀬谷

区 
2 職員および利用者 60 人 

オンライン研修「災

害リスクマネジメン

ト研修～リスクを正

しく理解する：水害

編～」企画・実施 

Zoom による無料研修。災害の発

生メカニズムや脅威、情報ツー

ルの活用法などについて解説 

2022 年 12 月 全国 6 

高齢・障害福祉サービス事業

所の管理者・防災担当者等 

出席者 144 人 

 

②防災計画及び BCP 等の作成に関する事業 

事業支出額： 1,088 千円  内容は以下の表のとおり 

件名 内容 
実施日時 

（期間） 
実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲と人数 

東京都地域防災計画

震災編の修正に向け

た分析支援 

地域防災計画震災編のデータベ

ース化に向けた分析および各編

の比較分析 

2022 年 1 月～

3 月 
東京都 2 東京都総務局関係者 

横浜市内障害者支援

施設 BCP 策定支援 

横浜市内障害者支援施設の３施

設に対する BCP 策定支援 

2022 年 5 月～ 

2023 年 3 月 
横浜市内 2 

事業所職員、利用者等  

110 人 

東部動物公園住宅

地・共有地の防災監

修 

東部動物公園分譲住宅（３７

棟）のリスクアセスメントおよ

び災害に強い住宅地を目指した

設計・設備等についての提言 

2022 年 7 月～

11 月 
埼玉県 1 

監修依頼事業者、分譲住宅住

民 200 人 



 

③図上訓練及び実動訓練等の支援に関する事業 

事業支出額： 968 千円  内容は以下の表のとおり 

件名 内容 
実施日時 

（期間） 
実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲と人数 

横浜市内保育園避難

訓練計画作成 

横浜市中区保育園における年間

避難訓練計画の作成および訓練

指導の実施 

2022 年 3 月 横浜市中区 2 保育園職員および園児 70 人 

厚生労働省・令和４

年度災害対応訓練等

の実施に係る支援及

び評価に係る業務一

式 

厚生労働省本省職員・地方厚生

局職員に対する災害対応研修、

訓練実施支援および評価等の実

施 

2022 年 5 月～ 

2023 年 3 月 
東京都 6 厚生労働省職員 5500 人 

栄区福祉避難所開

設・運営訓練企画及

び運営委託業務 

訓練の企画、訓練実施の支援、

訓練後の課題・提案の作成 
2022 年 7 月 横浜市栄区 5 

施設職員、栄区役所職員、見

学者等 40 人 

 

④災害時対応に関する事業 

 事業支出額： 27,001 千円  内容は以下の表のとおり 

件名 内容 
実施日時 

（期間） 
実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲と人数 

防災用品、備蓄品販

売事業 

東京、神奈川を中心とする公共

機関等に対する防災用品、災害

備蓄品の販売 

通年 全国 5 東京、神奈川公共機関等 

「防災会報」発行 

Feb 2022 No.12：火山の噴火＜

海底火山・富士山噴火＞ 

Sep 2022 No.13：テーマ：首都

圏大規模地震 

2022 年 2 月 全国 6 
会報配布者（会員、取引先、

支援者等） 1000 人 

マンション 防災用

品展示販売会 

マンションの自主防災会の要請

でマンションロビーにて防災用

品の展示即売会を実施 

1 回目 横浜市西区 

2 回目 川崎市中原区 

2022 年 5 月 

横浜市西区、

川崎市中原

区 

3 
横浜市 600 人 

川崎市 2000 人 

防災冊子監修 
愛知県外構メーカー発行防災冊

子の監修 
2022 年 11 月 愛知県 1 防災冊子読者 1000 人 

横浜市の自治会に防

災用品の展示販売会 

1 回目 横浜市旭区内自治会の

要請で防災用品の展示即売会を

実施 

2 回目 横浜市青葉区内自治会

の要請で防災用品の販売会を実

施 

2022 年 11 月 

横浜市旭区

及び青葉区

の自治会 

3 
旭区 1200 人 

青葉区 1200 人 

 

（２）その他の事業 

 本年度は該当する事業内容はなし 

 


